
■教育予算の拡充を！
　衆院予算委員会で道下大樹議員は、地元の中学生
からの「防衛費と教育費の予算がほぼ同じくらいに
なったと聞きました。日本はなぜ教育費が低いまま
なのですか」という手紙を紹介しました。
　岸田総理は「人への投資」を繰り返し述べている
が、具体的な教育施策が少なく実効性に乏しいと指
摘、「給付型奨学金の拡充」や中学校における「少
人数学級の導入」など、「子どもへの投資」を積極
的に推進するよう総理に強く求めました。
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■中小零細企業を助成し
　最低賃金の引き上げを!

引き続き、衆院予算委で全力質問！

　岸田総理が就任以降「成長と分配」をくり返
し強調していることについて、道下大樹議員は
衆院予算委員会で「経済成長のためにもまずは
国民への分配が先。そのために社会保険料の負
担軽減などで中小零細企業をしっかりと支援し
た上で、最低賃金を引き上げていくべきだ」と
提言しました。
　政府の「できる限り早期に、全国加重平均で
時給1000円以上」という姿勢については「政府
が何もしなくても達成されるレベル」であると
指摘、特にコロナ禍において厳しい状況に置か
れている人々も多い中で、より国民生活に寄り
添う政策を進めるよう提言しました。

　困難に直面するウクライナ難民を支援するため、
募金へのご協力をお願いします。 立憲民主党でお預
かりした募金は、その全額を 難民を支援するUNHCR
（国連難民高等弁務官事務所）にお届けいたしま
す。 詳細は下記までお問い合わせください。

衆議院予算委員会で質問をする道下議員

#StandWithUkraine

ウクライナ難民支援
募金ご協力お願いいたします

〒060-0042
札幌市中央区大通西5丁目8番地　昭和ビル5階

電話：011-233-2331

立憲民主党北海道第1区総支部

FAX ：011-233-2337

mail: sapporo.michishita@gmail.com



1、大雪による除排雪対策に全力！

　道下議員は、今冬の燃油価格の値上がりが特に北国の
事業者や生活者を圧迫していることについて、1月26日の
衆院予算委員会で岸田総理や経済産業大臣に窮状を訴
え、ガソリンについてはトリガー条項の凍結解除や、灯
油については福祉灯油の活用による燃油価格の引き下げ
を提言しました。また、2月1日の衆院予算委員会でもこ
の間の政府施策で燃油小売価格が下がっていない現状を
再度指摘、より即効性・実効性のある対策を政府に強く
求めました。

2、燃油価格の高騰対策に全力！

3、新型コロナ対策に全力！

通常国会開会、予算委で岸田総理と論戦。
暮らしを守る政策の実現へ

１９７５年　北海道新得町生まれ
　　　　　　その後苫小牧市、八雲町、留萌市、旭川市に転居
１９９４年　北海道立旭川東高等学校　卒業
１９９８年　中央大学法学部法律学科　卒業
１９９８年　衆議院議員横路孝弘　公設秘書
２００７年　北海道議会議員選挙　初当選（以来2011、2015連続当選）
２０１７年　衆議院議員選挙　初当選
２０２１年　衆議院議員選挙　2期目の当選

現在、衆院予算委員、総務委員、憲法審査会次席幹事

〒060-0042
札幌市中央区大通西5丁目8番地　昭和ビル5階

〒100-8982
東京都千代田区永田町2丁目1番2号
衆議院第二議員会館516号室

011-233-2331 011-233-2337

03-3508-7516 03-3508-3946

札幌

東京

mail: info@michishita-daiki.jp

道下大樹のホームページ、
SNSのフォローよろしくお願いします⇒

道下大樹プロフィール 衆議院議員　道下大樹事務所

　札幌市内では観測史上最多の60cm(24時間)の降雪を記
録するなど、記録的な大雪による雪害に見舞われている
状況を受け、道下大樹議員は、豪雪地帯対策特別措置法
改正案を国会に提出、迅速な除排雪体制の構築や、予算
の拡充などによる除排雪機能の強化を要請しました。ま
た、JR北海道の大雪による大規模運休にも触れ、補助制
度の柔軟な利活用などにより降雪時も安定した運航がで
きるよう改善策を提言しました。

　オミクロン株が急速拡大している現状を踏まえ、道下
大樹議員は2月14日の衆院予算委員会で、ワクチンの供給
状況や感染予防効果、副反応に関する科学的なデータが
適切に情報開示されていないことを厚生労働大臣に指摘
しました。国内の感染データ分析の遅れや、3回目のワク
チン接種の効果が明らかになっていないことに触れ、し
っかりと科学的・疫学的な情報を開示した上でスピード
感をもって国民の命や健康を守る取り組みを進めるよう
要望しました。
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